
              

家庭状況等調書記入上の注意 

 

調書の内容は申請者本人の学籍等に関する部分を除いて、2025 年９月１日現在の内容で記入 

すること。（申請期間中に家計等の状況が変化した場合には、奨学厚生課厚生チーム（03-5841-2554）

までお知らせください。） 

① 「氏名」のフリガナはカタカナで記入すること。 

② 入居時の所属（未確定の者は予定される所属）に基づき、下記の所属コード一覧表のとおり所属

コードを記入すること。 

学部名 所属コード 研究科（学府）名 所属コード 

法学部 ０１ 人文社会系研究科 ２１ 

医学部 ０２ 教育学研究科 ２３ 

工学部 ０３ 法学政治学研究科 ２５ 

文学部 ０４ 経済学研究科 ２９ 

理学部 ０５ 総合文化研究科 ３１ 

農学部 ０６ 理学系研究科 ３５ 

経済学部 ０７ 工学系研究科 ３７ 

教育学部 ０９ 農学生命科学研究科 ３９ 

薬学部 １０ 医学系研究科 ４１ 

  薬学系研究科 ４３ 

  数理科学研究科 ４５ 

  新領域創成科学研究科 ４７ 

  情報理工学系研究科 ４８ 

  学際情報学府 ４９ 

  公共政策学教育部 ５１ 

  その他 ９９ 

③ 入居時の所属（未確定の者は予定される所属）に基づき、「学部／研究科」等を記入すること。

修士課程、博士課程及び専門職学位課程の者は、該当する課程に〇をすること。 

  入居時の所属（未確定の者は予定される所属）に基づき、本学への入学年度を記入し、「入学」

に〇をすること。進学した者は進学年度を記入し、「進学」に〇をすること。 

  入・進学年月および修業年限（大学院学生は標準修業年限）も必ず記入すること。 

【修業年限一覧（学部）】 

 ・学部後期課程：２年 

  ※但し、工学部３年次に高等専門学校より編入学した者は３年 

 ・医学部医学科、農学部獣医学課程、薬学部薬学科（薬剤師養成課程）：４年 

【標準修業年限一覧（大学院）】 

 ・修士課程：２年 

 ・専門職学位課程（工学系研究科；原子力専攻）：１年 

 ・専門職学位課程（公共政策学教育部；公共政策学専攻）：２年 

 ・専門職学位課程（医学系研究科；公共健康医学専攻）：２年 

※応募資格に記載されている実務経験を有する者は１年コースも有 

  



              

・専門職学位課程（法学政治学研究科；法曹養成専攻）：３年 

  ※ただし、法学既修者として入学を認められた者は２年 

 ・博士後期課程：３年 

 ・医学，獣医学又は薬学を履修する博士課程：４年 

  （医学系研究科；分子細胞生物学専攻，機能生物学専攻，病因・病理学専攻，生体物理医学専攻， 

脳神経医学専攻，社会医学専攻，内科学専攻，生殖・発達・加齢医学専攻， 

外科学専攻 

   農学生命科学研究科；獣医学専攻  薬学系研究科；薬学専攻） 

④，⑤ 「本人現住所」、「家族住所」が同一の場合は、「家族住所」のチェック欄の□に✔すること。 

｢本人現住所｣欄の電話番号は、調書の内容確認のために連絡することがあるので、連絡の 

取れる番号を必ず記入すること。 

⑥ 「家族及び所得」 

 「家族」 

  ア．｢家族｣は、同居・別居に関わらず、申請者、家計支持者（一般的には父母）、家計支持者が

扶養している申請者の兄弟姉妹を記入すること。祖父母や叔父叔母、家計支持者に扶養され

ていない兄弟姉妹は、その者が家計支持者でない限り記入しないこと。 

既婚者及び独立生計者は父母も記入し、家族住所には父母住所を記入すること。 

   (注) １）就学者は、｢就学者｣欄に記入すること。（申請時現在の在籍で記入） 

       「就学者」とは、大学（大学院・専攻科・別科を含む）・高等専門学校・高等学校（専

攻科・別科を含む）・中学校・小学校・盲学校・ろう学校・養護学校又は専修学校（学

校教育法第８２条の３に規定する高等課程・専門課程に限る）に在学する者に限り

ます。各種学校（学校教育法第８３条で規定するもの）、防衛大学校等の各省庁大学

校（給与を支給される大学）に在学する者は｢就学者を除く家族｣欄に記入すること。 

      ２）通学別について、自宅・自宅外のどちらかを○で囲むこと。 

      ３）小・中学校以外は国・公・私立別を明記すること。 

      ４）申請者で、結婚等によって父母又はこれに代わる家計支持者（以下｢父母等｣と 

いう。）から、別居独立した生計を営む者である場合には、父母（実の父母）等の 

所得金額（証明書添付）を正確に記入し、客観的に独立を証明できる証明書を添付 

すること。 

     《独立認定の条件》※その他の留意事項は別紙様式８両面の記載を確認すること 

      １）所得税法上、父母等の扶養家族でない者 

      ２）本人（又は配偶者）に安定的な収入があり、それに関する所得申請がなされ、所得

証明書が発行される者 

      ３）本人（及び配偶者）の父母等と別居している者 

      ４）父母等（配偶者を除く）からの仕送りや援助を受けていない者 

  イ．主たる家計支持者には〇印、別居者には×印をそれぞれ続柄の左につけること。 

  ウ．「年齢」は申請時現在で記入すること。 

  エ．「現在の職業」は「商業」などとせず、食料品小売業、洋服仕立業、国家公務員、地方公務

員、小学校教員、会社員など具体的に記入すること。また、無職の場合でも空欄にせず、 

「なし」又は「無職」と記入すること。 

  オ．「在職期間」は、２年未満の場合には月数まで記入すること。（例：１年６ヶ月） 

 



              

  カ．「勤務先」は、〇〇商店、〇〇会社、〇〇〇省、〇〇町（村）立小学校などのように記入 

すること。 

 

 「所得」 

  ア．所得は１年間の収入金額及び所得金額を全て記入すること。 

  イ．同一人において２種以上の所得がある場合は、適宜上下に区分して記入すること。ただし、 

いずれも給与所得の場合は、合計金額を記入すること。 

  ウ．2024 年１月２日以降、中途で就職・転職した場合又は新たに就職した場合は、年収見込証

明書（別紙様式２）を提出し、証明金額を記入すること。 

  エ．祖父母、兄弟姉妹等であっても、申請者、及び父母又はこれに代わって家計を支える者と 

生計を同一にする者で所得がある場合には記入すること。 

 オ．千円未満の端数は切り捨てること。 

 

＜給与所得記入例＞ 

 

[所得証明書の一部]    

 

 

給与所得の場合 

 ア．給与所得の収入金額（税込）は、2024 年（１～12 月）の給与・賞与等の収入総額（源泉徴収

票にいう支払金額であって、１年間の税込総収入をいう。）を記入すること。 

専従者給与・年金・恩給・失業給付金・生活保護法による扶助料・傷病手当金・児童手当等も 

給与所得の収入金額として計上すること。 
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  ※児童手当は世帯に該当者がいる場合に一律で定められた金額（0～3 歳未満 15,000 円，3歳 

～中学生 10,000 円）を算入する。違う金額で受給している場合は証明書類を提出すること。 

 イ．給与所得の場合は、所得金額（税込）欄には記入しないこと。 

  (注)１）同一人で２つ以上の収入源があって、いずれも給与所得の場合は、合算した収入金額を

記入すること。 

     ２）給与所得者が２人以上居る場合には、各人ごとの収入金額を記入すること。 

 

＜給与所得以外の記入例＞ 

 

【確定申告書の一部】   

 

 

給与所得以外の場合 

 ア．農・林・水産・商・工業・不動産・利子・配当・外交員報酬・知人からの援助等、給与所得 

以外の性質を持つ所得について、2024 年（１～12 月）の金額を「所得金額（税込）」欄に記入す

ること。 

 イ．専従者給与は、当人の給与として計上すること。専従者控除についても同様とする。 

  (注) 「専従者」とは、家族の中で実際に自分の家で行っている農・林・水産・商・工業等に 

専ら従事している者をいいます。 

 ウ．2024 年１月２日以降、新たに事業を開始した場合は、年間収支見積明細書（様式任意）を 

提出し、見積金額を記入すること。 

  

 



              

※以下の項目は、次により記入ください。 

 

 ・⑧～⑩欄は、申請者が該当する場合には記入すること。 

 ・⑪欄は、全員が記入すること。 

 ・⑫欄は、家族住所が関東地方(首都圏)に在住する者のみ記入すること。 

 

⑦ 申請者本人に収入がある場合は、2024 年度（４月～翌年３月）の収入額または 2025 年度の予定

額を記入すること。 

ア．日本学術振興会特別研究員・リーディングプログラム・SEUT フェローシップ（A・B）・博士課

程研究遂行協力制度・RA・TA・チューター・ジュニア･スタッフ制度等の奨励金を受給している

場合、当該所得に関する証明書を提出すること。当該証明書に金額及び期間の記載がない場合

には、募集要項等の金額及び期間を説明できる書類を併せて提出すること。 

イ．アルバイトを行っている場合、本人のアルバイトに関する申立（証明書）書（別紙様式９）を

提出すること。 

ウ．定職がある場合、最新の所得証明書を提出すること。（確定申告をしている者は、確定申告書

（第一表・第二表）も併せて提出すること）また、2024 年１月２日以降、中途で就職・転職し

た場合又は新たに就職した場合は、年収見込証明書（別紙様式２）を提出すること。 

（2024 年１月２日以降、事業を開始した場合は、年間収支見積明細書（様式任意）を提出する

こと） 

⑧ 「障がい等関係事項」欄は、申請者本人及び家族に該当者がいる場合、氏名を記入のうえ、次の

ように記入すること。 

ア．２名以上該当者がいる場合は、適宜、欄を分けて記入すること。 

イ．心身障がい、要介護、公害疾病、原爆被爆に該当する者は、チェック欄の□に✔の上、手帳番

号を記入すること。なお、公害疾病、原爆被爆については、障がいの有無について○で囲むこと。

併せて、手帳等の写し（身体障害者手帳、精神障害者保険福祉手帳、介護保険被保険者証、公害

医療手帳、原爆手帳）を提出すること。 

ウ．申請時より６か月以上前から継続的に治療を行っており、今後も引き続き治療が必要な傷病

に該当する者は、長期療養のチェック欄の□に✔の上、病名を（ ）内に記入すること。併せて、

長期療養に係る医療費控除金額内訳書（別紙様式６）を提出すること。 

⑨ 主たる家計支持者が無職（失職）の場合は、発生年月・生活費の出所に記入し、就業見込の有無

について○で囲むこと。 

⑩ 主たる家計支持者が、勤務の都合により家族と別居（単身赴任等）し、同一世帯内で生活費が重

複して発生している場合には、赴任先住所を記入すること。併せて、家計支持者別居（単身赴任

等）に係る経費控除金額申立書（別紙様式５）を提出すること。 

⑪ 「入居を希望する理由」欄は、申請するに至った事情を具体的に記入すること。 

なお、下記のような家庭事情がある場合、できる限り詳しく記入すること。 

 ア．家族の就職、退職、年金額の改定などにより、所得証明書と現在の状況が著しく異なる事情が

ある場合。 

 イ．父母等が別居している、あるいは家庭の特別な事情がある場合。 

 ウ．無職に近い状態や、収入があっても養育費等他からの援助を受けている場合。 

  



              

⑫ 家族住所から所属学部・研究科（配属研究室が所属学部・研究科とキャンパスが異なる場合は、

主として滞在する場所を対象とする）までの通学方法のうち、合理的かつ経済的な経路を使用し

て、1 時限目（８時 30分開始）の講義に出席する前提で算定 

（待ち時間等乗り換えに要する時間を含む）して正確に記入すること。ただし、最寄駅からキャン

パスまでの時間は含まないものとする。 

 

火災、地震、風水害等によって被災を受けた家計の場合 

入居申請書と一緒に、市区町村役場・消防署で発行した罹災証明書等を提出すること。また、被害

金額が分かるもの（固定資産の課税評価額が分かる証明書、損害保険会社が被害状況を査定した書

類など）、確定申告書により控除を受けている場合は確定申告書を併せて提出すること。分からない

点がある場合、罹災証明書などの準備が申請期間に間に合わない等の場合には、奨学厚生課厚生チ

ームまで直接問合わせること。 

 


